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業績予想および配当予想の修正ならびに特別損失の発生 

および繰延税金資産の計上等に関するお知らせ 

 
当社は、平成 23 年 4 月 27 日開催の取締役会において、最近の業績動向を踏まえ、平成 22 年 10 月 25 日

に公表した業績予想および平成 22 年 5 月 12 日に公表した 1 株当たり配当予想について修正することといたし

ましたので、お知らせいたします。 

また、特別損失の発生および繰延税金資産の計上等について併せてお知らせいたします。 

記 

１．平成 23 年 3 月期 通期連結業績予想数値の修正（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日） 
                                      （金額の単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想           （Ａ） １０３,０００  ５,３００ ５,３００    ２,７００ 28 円 85 銭

今回修正予想           （Ｂ） １０２,０００  ５,２００ ５,４００    ７,５００ 80 円 15 銭

増  減  額 （Ｂ－Ａ） △１,０００   △１００  １００   ４,８００ － 

増  減  率 （％） △１.０  △１.９ １.９  １７７.８ － 

（ご参考）前期実績 

（平成 22 年 3 月期） 
  １０６,１３７ ５,２８８ ６,０５３ ４,０６１ 43 円 40 銭

修正の理由 

平成 23 年 3 月期 通期連結業績については、売上高、営業利益および経常利益は、ほぼ前回予想どお

りとなる見込みです。当期純利益は、下記５．に記載の法人税等調整額 48 億円を計上することに伴い、

75 億円となる見込みです。  

 

２．平成 23 年 3 月期 通期個別業績予想数値の修正（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日） 
                                      （金額の単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想           （Ａ） ５２,０００  １,５００   ３,１００   △９００ △9 円 62 銭

今回修正予想           （Ｂ） ５２,０００  １,５００   ３,３００ ３,５００ 37 円 40 銭

増  減  額 （Ｂ－Ａ） ０   ０   ２００   ４,４００ － 

増  減  率 （％） ０.０  ０.０   ６.５  － － 

（ご参考）前期実績 

（平成 22 年 3 月期） 
５１,２８３  １３０   ２,６１２ ２,７２５ 29 円 12 銭

修正の理由 

平成 23 年 3 月期 通期個別業績については、売上高および営業利益は、前回予想どおりとなる見込み

です。経常利益は、連結子会社からの受取配当金などの増加で 33 億円を見込んでいます。当期純利

益は、米国連結子会社株式の評価損 44 億 71 百万円を特別損失に計上するものの、下記５．に記載の

法人税等調整額 48 億円を計上することにより、35 億円となる見込みです。 
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３．平成 23 年 3 月期の配当予想の修正 

 １株当たり年間配当金 

 第 2 四半期末 期 末 合 計 

前 回 予 想 5 円 00 銭 5 円 00 銭 10 円 00 銭 

今 回 修 正 予 想   

7 円 00 銭 

（普通配当 5 円 00 銭） 

（特別配当 2 円 00 銭） 

12 円 00 銭 

（普通配当 10 円 00 銭）

（特別配当 2 円 00 銭）

当 期 実 績 5 円 00 銭          

前 期 実 績 

（平成 22 年 3 月期） 
4 円 00 銭 6 円 00 銭 10 円 00 銭 

修正の理由 

期末配当につきましては、普通配当5円を継続する予定でありましたが、今回の業績予想の修正を踏まえ、

普通配当 5 円に特別配当 2 円を加え、年間配当を１株当たり 12 円と修正させていただきます。 

 

４．特別損失の発生 

個別決算において、米国連結子会社株式の実質価額が著しく低下し、回復が困難と認められるため、第2

四半期会計期間に株式評価損 35 億 81 百万円を計上しましたが、期末において四半期洗替え法に基づき、

減損処理の要否を検討した結果、8 億 89 百万円の評価損を追加計上（通期評価損 44 億 71 百万円）する

ことといたしました。 

なお、個別決算での当該株式評価損は、連結決算上で消去されるため、連結業績に与える影響はありませ

ん。 

 

５．繰延税金資産の計上等 

当期末において、過年度および当期に計上した米国連結子会社株式の評価損が税務上の損金となり、こ

れにより生じた税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産を計上するとともに、固定資産圧縮積立金および

対応する繰延税金負債を取崩すことといたしました。これらにより、個別決算および連結決算において合計

48 億円の法人税等調整額の貸方（税金費用の減少）を計上することといたしました。 

 

（注）上記の業績予想は、現時点における入手可能な情報に基づいており、実際の業績は、様々な要因により

予想数値と異なることがあり得ます。 

 

                                                           以 上 


